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1. CSR報告書への転換
　昨年度まで環境・社会報告書として発行されていた持続性に関する報告書が、今年度からCSR報告書として作成され
るようになりました。CSR報告書への転換による最大の変更点は、社内組織としてCSRマネジメント体制が導入されたこ
とです。これまでの環境委員会は残されているようですが、持続性マネジメントを統括する独立部門として経営層にか
なり近い位置にCSR委員会が設置され、企業理念にもとづく行動規範の下でCSR重点領域の施策推進を所管していま
す。この組織体制は、社内専門部署として環境管理室が環境マネジメントを統括する仕組みよりも、経営層の関与度合
いが高くなる構造になっており、そこにCSRマネジメントに全社をあげて取り組もうとする小野薬品工業グループの姿
勢がよく表れています。CSR報告書への転換が単に情報開示面での取り組みに過ぎない事例が多い中で、CSR活動を
支える体制構築から始めた点を評価したいと思います。
2. 6つの重点領域
　小野薬品工業グループでは、CSR方針の策定にあたってあらかじめ6つの重点領域を識別し、CSRマネジメントで取り
組むべき重要課題を決定しています。これには事業活動に伴う持続性リスクの評価と、それらへの対応を優先順位付け
するプロセスが必要で、その際に「マテリアリティ」と呼ばれる重要性判断が行われます。今年度の報告書で注目したい
のは、この判断プロセスについての概要説明がある点です。これによって持続性に関する意思決定プロセスの透明性が
著しく向上しました。重要性判断のベンチマークにISO26000が参照されている点と併せて、報告書の基礎工程は適切
に管理されています。
3. 今後の課題
　CSR報告書への転換で今後の改善を検討していただきたい事項がいくつかあります。たとえば環境自主行動計画の目
標・実績表です。CSRマネジメントも環境マネジメントと同様にPDCAを稼働させて実行することから、その機能状況を俯
瞰できる目標・実績表はステークホルダーによる業績評価だけでなく内部管理上も有効なツールになります。そのため、
現在の目標・実績表をCSR課題全体が一覧できるものへ進化させることは優先度の高い改善
目標です。また、資源インプットと製品アウトプットのバランスから環境負荷量を把握する概念
構成に適合するように、エコバランスのアウトプット側に製品量の開示が望まれます。さらに、
雇用情報等の社会的な取り組みに関する情報にも継続的な改善が期待されます。
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　当社は、昨年度までの環境・社会報告書を、CSRマネジメント体制の導入にともない、CSR報告書に転換いたしました。
このCSR報告書の発刊にあたり、上智大学経済学部教授の上妻 義直先生に第三者意見をお願いいたしました。貴重な
ご意見を賜り、心より御礼申し上げます。
上妻先生には、当社の新たなCSRマネジメント体制について、その意思決定プロセスの透明性が向上したこと、また経
営層の関与度が高まり、全社をあげて取り組む姿勢が表れていることについてご評価をいただきました。
一方、今回ご指摘いただいた、CSR課題全体を俯瞰できる自主行動計画の目標・実績表の作成、雇用情報等の社会的な
取り組みに関する情報の継続的な改善などについては、今後の重要課題と受け止め、積極的に取り組みを進めてまいり
たいと考えています。
当社は、基本理念および社会的責任に関する国際規格ISO26000から落とし込んだ「CSR方
針」に沿って、CSRマネジメントのPDCAサイクルを確実に回していくことが重要であると認
識しています。今後におきましては、いただいたご意見も踏まえ、より活動を拡大・発展させ、
持続可能な社会・環境への貢献に努めてまいります。

第三者意見を受けて

社 　 名
創 　 業
設 　 立
資 本 金
株 主 数
従業員数

主要な事業所

国 内 支 店 札幌支店、仙台支店、東京第一支店、東京第二支店、北関東支店、甲信越支店、横浜支店、名古屋支店、京都支店、
大阪支店、神戸支店、高松支店、広島支店、福岡支店　（その他全国の主要都市に営業所などを設けています）

海 外 支 店 ソウル支店

本 　 　 社 〒541-8564　大阪市中央区久太郎町一丁目8番2号　　TEL 06-6263-5670  FAX 06-6263-2950
（登記簿上の本店所在地）　大阪市中央区道修町二丁目1番5号

研 　 究 　 所 水無瀬研究所（大阪府）、福井研究所（福井県）、筑波研究所（茨城県）

工 　 　 場 城東工場（大阪府）、フジヤマ工場（静岡県）

国 内 子 会 社 東洋製薬化成株式会社、株式会社ビーブランド・メディコ―デンタル

海 外 子 会 社 オノ・ファーマ・ユーエスエー インク（米国ニュージャージー州）
オノ・ファーマ・ユーケー・リミテッド（英国ロンドン）

国内関連会社 株式会社ナミコス、東海カプセル株式会社

ホームページ http://www.ono.co.jp/
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小野薬品工業株式会社（ONO PHARMACEUTICAL CO., LTD.）
1717年（享保2年）
1947年（昭和22年）
173億58百万円
13,943名
2,807名（連結）2,540名（単体）

2013年3月31日現在
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